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内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（防災デジタル・物資支援担当）

クラウド型被災者支援システムについて

理概要～電子自治体の推進状況（令和２

年度）～」令和３年８月総務省 自治行政

局 地域情報化企画室調べ。）で被災者支援

システムが整備されていない状況にありま

す。

　そこで、内閣府では、地方自治体におけ

る開発費用の負担を無くし、市区町村が低

コストで簡便にシステムを活用できるよ

う、マイナンバー・マイナンバーカードを

活用した「クラウド型被災者支援システ

ム」を構築することとしました。令和３年

度に内閣府がシステムを開発し、令和４年

度から市区町村が導入できるようJ-LIS（地

方公共団体情報システム機構）において運

用を開始するものです。

(２）システムの概要と期待される効果

　「クラウド型被災者支援システム」の主

な機能としては、「①被災者支援システム

機能」として、被災者台帳を作成する機

能、避難行動要支援者名簿や個別避難計画

を作成する機能、避難所の入退所管理等を

行う機能があります。

　また、「②オンライン申請・コンビニ交

付等機能」として、マイナンバーカードを

活用した罹災証明書や被災者生活再建支援

金、災害弔慰金等のオンライン申請や、罹

災証明書等のコンビニ交付が可能となりま

す。

　このシステムは、被災者支援に関する

様々な事務に対応できる総合的なシステム

です。また、住民基本台帳の情報を取り込

むことやマイナンバーカードの活用によ

　令和４年度、内閣府防災では、昨年５月

の災害対策基本法の改正や災害対応におけ

るデジタル化の推進の必要性等を踏まえ、

Ⅰ デジタル・防災技術の活用促進

Ⅱ 防災教育の推進及び災害ボランティア

　 との連携

Ⅲ 避難対策の強化

Ⅳ 防災体制の充実・強化

Ⅴ その他防災対策の推進

施策を進めることとしています。

　本稿では、「Ⅰ　デジタル・防災技術の

活用促進」の中でも当面の大きな課題であ

り、また、「Ⅲ　避難対策の強化」として

も重要な「クラウド型被災者支援システ

ム」について説明します。

(１）背景

　近年の多くの災害経験の中で、被災自治

体には、被災者に対し、避難生活やその後

の生活の立て直しに向けた、きめ細かな支

援が強く求められています。スピーディか

つ効果的な被災者支援には、デジタル技術

の活用が効果的と考えられますが、市区町

村の約半数（48.7％。「地方自治情報管
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り、被災者と被災自治体職員の双方が簡単

かつスピーディに手続・作業ができるこ

と、クラウド上のシステムであることか

ら、庁舎の被災時でも業務の継続が可能で

あることも大きなメリットです。

　市区町村における災害対応は、「平時」、「発

災時」、「応急期」、「復旧期」のフェーズ毎に、

求められる業務が変化します。

　このシステムを導入・運用することによ

り、

平時…避難行動要支援者名簿や個別避難

　　　計画等の作成

発災時…避難所における入退所管理、

　　　　避難者の状況把握

応急期…罹災証明書の交付、住家の被害

　　　　認定調査

復旧期…各種被災者支援手続

といった一連の業務に切れ目なく対応する

ことができることとなります。

　より具体的には、平時から発災後にかけ

て、要支援者・被災者の方々の必要な情報

を「被災者台帳」という形で集約・集積し

ていくことにより、個々の被災者に応じた

きめ細かな支援を行うことが可能となり、

最近求められている「ケースマネジメン

ト」の充実にもつなげることができます。

また、マイナンバーカードを活用したオン

ライン申請・コンビニ交付等の各種手続き

が可能になります。被災者は、自宅や遠隔

地から申請し、罹災証明書等をコンビニ等

で受け取ることができるようになり、窓口

対応の職員の負担軽減にもつながります。

(３）システムの政策的な位置づけ

　「防災基本計画」（令和３年５月中央防

災会議決定）において、市町村は、効率的

な罹災証明書の交付、個々の被災者の被害

の状況等の情報を集約した被災者台帳の作

成業務について、システムの活用等を含め

た効率的な実施について検討することが求

められています。

（図表１）「クラウド型被災者支援システムの概要」
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100%、交付税措置率70％）の充当や、コン

ビニ交付サービスの運営負担金を対象とし

たマイナンバーカードの多目的に利用に要

する経費に係る特別交付税措置など、所要

の地方財政措置が講じられています。

　被災者支援のためのシステムは、従来か

ら、各自治体が工夫をしながら導入が図ら

れてきたところであるが、導入の割合は約

半数に止まっています。また、導入された

システムの種類も複数あるため、大規模災

害時に他の自治体から応援職員を派遣する

際の不便さを指摘する声もあります。さら

に、既存のシステムはいずれも、マイナン

バーカードが活用できるものではありませ

ん。

　「クラウド型被災者支援システム」は、

このような課題を解決すべく、国において

開発が進められているものです。被災者支

援の一層の充実のため、より多くの市区町

村において導入が進むよう、積極的な検討

をお願いします。

　また、「デジタル社会の実現に向けた重

点計画」（令和３年６月閣議決定）や、総

務省の「自治体デジタル・トランスフォー

メーション（ＤＸ）推進計画」（令和２年

12月）において、令和３年度中に市町村が

共同で利用できるクラウド上において、住

民情報等を活用した被災者支援を効率化す

る仕組みを構築し、令和４年度に以降に市

町村に展開すること、また、この仕組みを

活用し、マイナンバーカードを活用した罹

災証明書の電子申請やコンビニ交付を可能

とすることが明記されています。

　さらに、昨年５月に改正された災害対策

基本法において、避難行動要支援者に関す

る個別避難計画の作成が市町村長の努力義

務とされました。「避難行動要支援者の避

難行動支援に関する取組指針」（内閣府・

令和３年５月改正）では、市町村において

優先度が高いと判断する高齢者や障害者に

ついては、おおむね５年程度で個別避難計

画を作成することをお願いしています。

　災害時に避難行動要支援者の生命と身体

の安全を確保するためには、個別避難計画

の作成が強く求められる一方、作成には大

きな労力を要します。このシステムの活用

により、市区町村の業務の効率化が図られ

ると考えられます。

(４）「クラウド型被災者支援システム」に

　　 係る財政措置

　このシステムは国の予算で開発されるこ

とから、市区町村における開発経費の負担

は生じません。一方、各市区町村において

は、住基情報を取り込むためのサーバーの

導入経費や整備後の運用に係る経費の負担

が必要となります。

　所要経費と地方財政措置の概要は、（図表

２）のとおりですが、初年度の導入経費を

対象とした緊急防災・減災事業債（充当率
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■クラウド型被災者支援システムについて■

（図表２）クラウド型被災者支援システムに係る所要経費と地方財政措置の概要




